
平成２９年工業統計調査結果の概要（速報）
（ 従業者４人以上の事業所 ）

１ 概 況

（１）調査結果の概要

事 業 所 数 1,464 事業所（ 前回比 12.1％ 減 (全国 12.8％減 ）)

従 業 者 数 65,785 人 （ 〃 4.8％ 増 ( 〃 0.0％減 ）)

製造品出荷額等 3兆6,825 億円 （ 〃 13.8％ 減 ( 〃 4.2％減 ））
現金給与総額 2,648 億円 （ 〃 7.8％ 増 ( 〃 0.1％減 ））

原材料使用額等 2兆6,302 億円 （ 〃 15.2％ 減 ( 〃 5.8％減 ））

有形固定資産投資総額 1,502 億円 ( 〃 63.5％ 増 ( 〃 21.8％増 ）)

※ 有形固定資産投資総額は従業者３０人以上の事業所

（２）事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移

平成29年工業統計調査（以下「平成29年工業統計」という。）は、前回、平成28年経済センサ

ス-活動調査（製造業）（以下「平成28年活動調査」という。）と比較し、事業所数が２０１事

業所の減、従業者数が３，０２５人の増、製造品出荷額等が５，８７３億円の減となった。

（表１、図１、統計表第１表）
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図１ 事業所数・従業者数・出荷額等の推移
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表１　調査年次別、事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移（従業者４人以上） （単位：所、人、億円、％）
事　　業　　所　　数 従　　業　　者　　数 製　造　品　出　荷　額　等
増減数 増減率 指    数 増減人数 増減率 指    数 増減数 増減率 指    数

23年=100 23年=100 23年=100

平成18 1,867 ▲ 104 ▲ 5.3 110.7 70,479 1,623 2.4 103.4 38,914 2,197 6.0 92.7
19 1,873 6 0.3 111.0 75,857 5,378 7.6 111.3 42,510 3,596 9.2 101.2
20 1,876 3 0.2 111.2 72,958 ▲ 2,899 ▲ 3.8 107.1 44,106 1,595 3.8 105.0
21 1,741 ▲ 135 ▲ 7.2 103.2 67,900 ▲ 5,058 ▲ 6.9 99.6 30,844 ▲ 13,261 ▲ 30.1 73.4
22 1,666 ▲ 75 ▲ 4.3 98.8 67,094 ▲ 806 ▲ 1.2 98.4 40,791 9,947 32.2 97.1
23 1,687 21 1.3 100.0 68,153 1,059 1.6 100.0 41,994 1,203 2.9 100.0
24 1,641 ▲ 46 ▲ 2.7 97.3 67,301 ▲ 852 ▲ 1.3 98.7 42,615 621 1.5 101.5
25 1,593 ▲ 48 ▲ 2.9 94.4 65,581 ▲ 1,720 ▲ 2.6 96.2 43,828 1,213 2.8 104.4
26 1,535 ▲ 58 ▲ 3.6 91.0 65,115 ▲ 466 ▲ 0.7 95.5 45,589 1,762 4.0 108.6
28 1,665 130 8.5 98.7 62,760 ▲ 2,355 ▲ 3.6 92.1 42,697 ▲ 2,892 ▲ 6.3 101.7
29 1,464 ▲ 201 ▲ 12.1 86.8 65,785 3,025 4.8 96.5 36,825 ▲ 5,873 ▲ 13.8 87.7

※  「事業所数」、「従業者数」は、平成28年以降の調査が6月1日現在、平成23年調査が平成24年2月1日現在、その他が表示年次12月31日
　　現在の数値である。「製造品出荷額等」は、平成28年以降の調査が表示年次の前年1年間、その他が表示年次１年間の数値である。なお、
　　平成28年調査の「製造品出荷額等」において、個人経営調査票による調査分を含まない。

調査
年次別



２ 事 業 所 数

（１）概 況

平成29年工業統計の事業所数は１，４６４事業所で、前回、平成28年活動調査に比べ２０１事業

所減少（前回比１２．１％減）した。

（２）従業者規模別状況

大規模層で４事業所、中規模層で１事業所が増加し、小規模層で２０６事業所が減少した。

（表２、統計表第２表）

表２ 従業者規模ごとにみた事業所数の構成と増減

規模別区分 事業所数・構成比 増減数・増減率

総 数 1,464事業所 ( 100.0％ ) 201事業所減・前回比 12.1 ％減

小規模層( 4～ 29人 ) 1,075事業所 ( 73.4％ ) 206事業所減・前回比 16.1 ％減

中規模層( 30～299人 ) 357事業所 ( 24.4％ ) 1事業所増・前回比 0.3 ％増

大規模層( 300人以上 ) 32事業所 ( 2.2％ ) 4事業所増・前回比 14.3 ％増

（３）業種別状況

事業所数は、食料品、金属製品、木材、窯業・土石、輸送機器の順に多く、これら５業種で全体

の５２．７％を占めている。

産業中分類２４業種のうち、前回に比べ増加したのは、石油・石炭、鉄鋼などの５業種で、減少

したのは、食料品、窯業・土石などの１６業種であった。飲料・たばこ、なめし革、電子部品は増

減がなかった。

（図２、図３、統計表第4表）

食料品 284   19%

金属製品 140   10%

木材 128   9%

窯業・土石 121   8%

輸送機器 99   7%生産用機械 78   5%

プラスチック 76   5%

繊維 67   5%

印刷 67   5%

家具 62   4%

飲料・たばこ 61   4%

電気機器 43   3%

その他製品 38   3%

化学 33   2%

はん用機械 32   2%

電子部品 29   2%

パルプ・紙 20   1%

ゴム製品 16   1%

鉄鋼 15   1%

業務用機械 15   1%
情報通信 14   1% 非鉄金属 12     1%

石油・石炭 11   1%

なめし革 3   0%

図２ 業種別事業所数・構成比
事業所数 1,464所

図中単位：所 ％（四捨五入）



（４）市町村別状況

事業所数は、大分市、日田市、佐伯市、中津市の順に多く、これら４市で全体の５９．２％を

占めている。

増減数をみると、前回に比べて増加したのは姫島村のみで、他の市町は減少した。

（図４、表３、統計表第６表）
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図３ 業種別事業所数の前回比較

大分市 378   26%

日田市 196   13%

佐伯市 147   10%
中津市 146   10%

宇佐市 106   7%

臼杵市 70   5%

別府市 58   4%

豊後大野市 50   3%

国東市 49   3%

豊後高田市 48   3%

日出町 48   3%

杵築市 45   3%

津久見市 30   2%

由布市 30   2% 竹田市 27   2%
玖珠町 17   1%

九重町 13   1%

姫島村 6   0%

図４ 市町村別事業所数・構成比 事業所数 1,464所

図中単位：所 ％（四捨五入）



表３ 主な増減市町村

増加市町村 主な減少市町村

１ 姫島村 4事業所増・前回比 200.0％増 １ 佐伯市 35事業所減・前回比 19.2％ 減

２ 大分市 32事業所減・前回比 7.8％ 減

３ 日田市 26事業所減・前回比 11.7％ 減

（５）地区別状況

事業所数は、全ての地区で前回から減少した。

（図５、図６、統計表第８表）
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３ 従 業 者 数

（１）概 況

平成29年工業統計の従業者数は ６万５，７８５人で、前回、平成28年活動調査に比べ

３，０２５人増加（前回比４．８％増）した。

（２）従業者規模別状況

小規模層は前回を下回った。大規模層、中規模層は増加した。

（表４、統計表第２表）

表４ 従業者規模別従業者数の構成と増減

規模別区分 従業者数・構成比 増減数・増減率

総 数 65,785人 (100.0％ ) 3,025 人増・前回比 4.8 ％増

小規模層( 4～ 29人 ) 12,959人 ( 19.7％ ) 907 人減・前回比 6.5 ％減

中規模層( 30～299人 ) 29,578人 ( 45.0％ ) 840 人増・前回比 2.9 ％増

大規模層( 300人以上 ) 23,248人 ( 35.3％ ) 3,092 人増・前回比 15.3 ％増

（３）業種別状況

従業者数は、輸送機器、食料品、電子部品、情報通信、窯業・土石の順に多く、これらの５業

種で全従業者数の４６．４％を占めている。

また、増減数をみると、前回に比べて増加したのは、電子部品、業務用機械など１５業種で、

減少したのは、食料品、生産用機械など９業種であった。

（図７、図８、統計表第４表）

輸送機器 8,844   13%

食料品 7,562   11%

電子部品 6,024   9%

情報通信 4,520   7%

窯業・土石 3,568   5%

業務用機械 3,557   5%
金属製品 3,540   5%

プラスチック 3,432   5%

化学 3,039   5%

生産用機械 2,873   4%

鉄鋼 2,642   4%

はん用機械 2,253   3%

電気機器 2,208   3%

繊維 2,010   3%

木材 1,607   2%

飲料・たばこ 1,588   2%

非鉄金属 1,367   2%

印刷 1,193   2%

家具 1,035   2% ゴム製品 1,035   2%

パルプ・紙 643   1% 石油・石炭 600   1%

その他製品 526   1%

なめし革 119   0%

図７ 業種別従業者数・構成比 従業者数 65,785人

図中単位：人 ％（四捨五入）



（４）市町村別状況

従業者数は、大分市、中津市、宇佐市、佐伯市の順に多く、これら４市で全従業者数の６３．７

％を占めている。また、前回に比べ増加したのは大分市、中津市など１２市町村で、国東市、臼杵

市など６市は減少した。

（図９、表５、統計表第６表）
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図８ 業種別従業者数の前回比較

大分市 22,196   34%

中津市 10,806   16%

宇佐市 4,524   7%

佐伯市 4,404   7%

日田市 4,228   6%

国東市 3,844   6%

臼杵市 2,595   4%

豊後高田市 2,513  
4%

杵築市 2,413   4%

由布市 1,672   3%

日出町 1,656   3%

豊後大野市 1,608 
2%

津久見市 920   1%

別府市 836   1%

玖珠町 698   1%
九重町 475   1%

竹田市 341   1%

姫島村 56   0%

図９ 市町村別従業者数と構成比 従業者数 65,785人

図中単位：人 ％(四捨五入）



表５ 主な増減市町村

主 な 増 加 市 町 村 主 な 減 少 市 町 村

１ 大分市 1,832人増・前回比 9.0 ％増 １ 国東市 335人減・前回比 8.0 ％減

２ 中津市 1,163人増・前回比 12.1 ％増 ２ 臼杵市 234人減・前回比 8.3 ％減

３ 杵築市 166人増・前回比 7.4 ％増 ３ 別府市 169人減・前回比 16.8 ％減

（５）地区別状況

従業者数は、中部、豊肥、西部、北部地区で前回を上回った。東部、南部地区で前回を下回った。

（図１０、図１１、統計表第８表）
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４ 製造品出荷額等

（１）概 況

平成29年工業統計（平成28年分）の製造品出荷額等は３兆６，８２５億円で、前回、平成28年活

動調査（平成27年分）に比べ５，８７３億円減少（前回比１３．８％減）した。

（２）従業者規模別状況

製造品出荷額等は、小規模層で増加し、中規模層、大規模層で減少した。

（表６、統計表第２表）

表６ 従業者規模別製造品出荷額等の構成と増減

規模別区分 製造品出荷額等・構成比 増減額・増減率

総 数 3兆6,825億円 (100.0％) 5,873億円減・前回比 13.8 ％減

小規模層( 4～ 29人 ) 2,331億円 ( 6.3％) 33億円増・前回比 1.4 ％増

中規模層( 30～299人 ) 9,601億円 ( 26.1％) 243億円減・前回比 2.5 ％減

大規模層( 300人以上 ) 2兆4,893億円 ( 67.6％) 5,663億円減・前回比 18.5 ％減

（３）業種別状況

製造品出荷額等は、輸送機器、非鉄金属、化学、鉄鋼、石油･石炭の順に大きく、これら５業種

で全体の６４．５％を占めている。

また、前回との増減では、食料品、プラスチックなど１０業種で増加し、石油･石炭、化学など

１４業種で減少した。

（図１２、図１３、統計表第４表）

輸送機器 5,909  16%

非鉄金属 4,797  13%

化学 4,755  13%

鉄鋼 4,518  12%石油・石炭 3,765  10%

電子部品 1,831  5%

情報通信 1,704  5%
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飲料・たばこ 1,383  4%
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金属製品 652  2%
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印刷 132  0%

家具 127  0%

その他製品 57  0%

なめし革 23  0%

図１２ 業種別製造品出荷額等と構成比
製造品出荷額等 3兆6,825億円

図中単位：億円 ％（四捨五入）



（４）市町村別状況

大分市が全体の６０．８％を占めている。また、前回に比べ増加したのは日田市、佐伯市など

９市町村で、大分市、国東市など９市町は減少した。

（図１４、表７、統計表第６表）
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図１３ 業種別出荷額等の前回比較

大分市 22,380   61%

中津市 5,310   14%

宇佐市 1,760   5%

国東市 1,307   4%

日田市 1,162   3%

佐伯市 1,052   3%

臼杵市 744   2%

豊後高田市 626  2%

杵築市 603   2%

津久見市 546   1%

日出町 467   1% 豊後大野市 332  1%

由布市 241   1%

玖珠町 96   0%
別府市 90   0%

九重町 67   0%

竹田市 40   0%

姫島村 1   0%

図１４ 市町村別製造品出荷額等と構成比 製造品出荷額等 3兆6,825億円

図中単位：億円 ％（四捨五入）



表７ 主な増減市町村

主な増加市町 主な減少市町村

１ 日田市 172億円増・前回比 17.4％増 １ 大分市 5,721億円減・前回比 20.4％減

２ 佐伯市 68億円増・前回比 6.9％増 ２ 国東市 229億円減・前回比 14.9％減

３ 豊後高田市 51億円増・前回比 8.9％増 ３ 津久見市 116億円減・前回比 17.5％減

（５）地区別状況

製造品出荷額等は、南部、西部､北部地区で前回を上回った。東部、中部、豊肥地区は前回を下

回った。

（図１５、図１６、統計表第８表）

2,467
6.7

ｘ

ｘ

23,911
64.9

29,860
69.9

1,052
2.9

985
2.3

372
1.0

386
0.9

1,325
3.6

ｘ

ｘ

7,696
20.9

7,609
17.8

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000

平成29年

工業統計

（平成28年分）

平成28年

活動調査

（平成27年分）

東部 中部 南部 豊肥 西部 北部

図１５ 地区別製造品出荷額等と構成比
Ｈ27製造品出荷額等 4兆2,697億円

Ｈ28製造品出荷額等 3兆6,825億円

（図中単位）
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５ 現金給与総額

平成29年工業統計（平成28年分）の現金給与総額は２，６４８億円で、前回、平成28年活動調査

（平成27年分）に比べ１９１億円の増額（前回比７．８％増）となった。

業種別では、増加が１８業種、減少が６業種であった。

６ 原材料使用額等

平成29年工業統計（平成28年分）の原材料使用額等は２兆６，３０２億円で、前回、平成28年活

動調査（平成27年分）に比べ４，７０９億円の減少(前回比１５．２％減）となった。

業種別では、増加が１１業種、減少が１３業種であった。

（表８、統計表第５表）

表８ 主な増加業種と減少業種

主な増加業種 主な減少業種

1 食料品 150億円増・前回比 18.9％増 1 石油・石炭 1,603億円減・前回比 37.1％減

2 生産用機械 42億円増・前回比 16.0％増 2 化学 1,096億円減・前回比 25.1％減

3 電気機器 28億円増・前回比 17.7％増 3 鉄鋼 1,041億円減・前回比 23.0％減

７ 有形固定資産投資総額

平成29年工業統計（平成28年分）の有形固定資産投資総額（従業者３０人以上）は１，５０２億

円で、前回、平成28年活動調査（平成27年分）に比べ５８３億円の増加（前回比６３．５％増）と

なった。

増加した業種は、電子部品（２５８億円増）、輸送機器（１０１億円増）などの１６業種で、減

少した業種は、非鉄金属(２１億円減）、化学(６億円減)などの７業種であった。

（統計表第１０表）


